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平成 21 年６月１日 

各       位 

 

 

                                       

 

 

 

 

定時株主総会決議に関するお知らせ 

 

平成 21 年 5 月 30 日開催の当社定時株主総会におきまして、下記のとおり決議されました

ので、お知らせいたします。 

 

記 

 

＜決議事項＞ 

 

 第１号議案 第 29 期計算書類承認の件 

       本件は、原案通り承認可決されました。 

       内容につきましては、後記【ご参考１】のとおりでございます。 

 

 第２号議案 取締役７名選任の件 

       本件は、原案通り承認可決されました。 

       内容につきましては、後記【ご参考２】のとおりでございます。 

 

 第３号議案 監査役１名選任の件 

       本件は、原案通り承認可決されました。 

       内容につきましては、後記【ご参考２】のとおりでございます。 

 

会 社 名 株式会社 NESTAGE 

代表者名 代表取締役会長 光成 英一朗 

 （JASDAQ・コード７６３３ ） 

問合せ先 取締役 杉林 加一朗 

電話番号 06（6849）5499 



 

 - 2 - 

 

　流　動　資　産 799,905 　流　動　負　債 1,862,989

現 金 及 び 預 金 67,617 買 掛 金 196,808

売 掛 金 132,197 短 期 借 入 金 1,205,000

テナント未収入金 41,774 一年内返済予定長期借入金 84,700

商 品 329,284 未 払 金 279,324

前 渡 金 159,442 未 払 利 息 24,687

前 払 費 用 1,628 未 払 法 人 税 等 18,114

仮 払 金 44,691 前 受 金 1,571

未 収 入 金 48,847 預 り 金 21,641

預 け 金 13,440 店舗閉鎖損失引当金 16,320

短 期 貸 付 金 29,000 そ の 他 14,820

立 替 金 101,585 　固　定　負　債 370,161

そ の 他 15,998 預 り 保 証 金 267,150

貸 倒 引 当 金 △185,603 リース資産減損勘定 103,011

　固　定　資　産 743,100 2,233,151

　　有形固定資産 162,185 　　　　　純　資　産　の　部

建 物 48,006 　株　主　資　本 △680,406

工 具 器 具 備 品 29,051 　　資　本　金 1,783,024

土 地 85,127 　　資本剰余金 1,022,147

　　無形固定資産 119,757 資 本 準 備 金 1,021,008

ソ フ ト ウ ェ ア 44,741 その他資本剰 余金 1,138

の れ ん 75,015 　　利　益　剰　余　金 △ 3,481,106

　　投資その他の資産 461,157 その他利益剰余金 △ 3,481,106

投 資 有 価 証 券 19,766 　繰越利益剰余金 △ 3,481,106

出 資 金 1,669 　　自　己　株　式 △ 4,471

長 期 貸 付 金 34,534 　評価・換算差額等 △9,739

破 産 更 生 等 債 権 443,718 　　その他有価証券評価差額金 △9,739

長 期 前 払 費 用 4,636

長 期 差 入 保 証 金 405,224

長 期 未 収 入 金 45,057

そ の 他 5,411 　

貸 倒 引 当 金 △498,861 △ 690,145

1,543,005 1,543,005

　負　　債　　合　　計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

純　資　産　合　計

貸　　借　　対　　照　　表
平 成 ２1年 ２ 月 ２８ 日 現 在

(単位：千円）

金　額 金　額科　　　　　　目

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　　　　目

 

【ご参考１】承認された第 29 期計算書類 
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15,958,437

14,380,949

1,577,488

2,221,961

644,473

8,581

524

6,337

6

5,000

8,011 28,460

60,206

693

908 　

41,308

7,525

23,769

6,592 141,004

757,017

565

3,675

28,806 33,047

67,843

8,030

105,778

68,283

193,266

552,849

507,201

16,320

19,117 1,538,689

2,262,660

15,143 15,143

2,277,804

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

店舗閉鎖損失引当金繰入額

そ の 他

当 期 純 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

店 舗 等 閉 鎖 損 失

棚 卸 資 産 評 価 損

貸 倒 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

新 株 予 約 権 消 滅 差 益

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

経 常 損 失

営 業 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

支 払 手 数 料

株 式 交 付 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他

そ の 他

支 払 利 息

社 債 利 息

社 債 発 行 費 償 却

受 取 利 息

受 取 配 当 金

受 取 手 数 料

保 険 解 約 返 戻 金

違 約 金 返 還 収 入

科　　　　　　目 金　       額

損　益　計　算　書
　　　　　　　　　平成２０年３月 １ 日から
　　　　　　　　　平成２１年２月２８日まで

(単位：千円）
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そ　の　他
利益剰余金

繰　　越
利益剰余金

1,783,024 1,021,008 1,138 1,022,147 △ 1,203,302 △ 1,203,302 △ 4,441 1,597,427

当 期 純 損 失 （ △ ） △ 2,277,804 △ 2,277,804 △ 2,277,804

自 己 株 式 の 取 得 △ 30 △ 30

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額

（ 純 額 ）

　　　　　　―
　
―

　
―

　
―

△ 2,277,804 △ 2,277,804 △ 30 △ 2,277,834

1,783,024 1,021,008 1,138 1,022,147 △ 3,481,106 △ 3,481,106 △ 4,471 △ 680,406

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

622 622 1,598,050

当 期 純 損 失 （ △ ） △ 2,277,804

自 己 株 式 の 取 得 △ 30

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額

（ 純 額 ）
△ 10,361 △ 10,361 △ 10,361

△ 10,361 △ 10,361 △ 2,288,195

△ 9,739 △ 9,739 △ 690,145

平成 20 年 2 月 29 日残高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 21 年 2 月 28 日 残 高

平成 20 年 2 月 29 日残高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計

平 成 21 年 2 月 28 日 残 高

　　　　平成２０年３月 １ 日から

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合　計

資本準備金
資本剰余金
合　　計

利益剰余金
　合　　計

（単位：千円)

純資産合計

そ　の　他
資本剰余金

自己株式

株主資本等変動計算書

評価・換算差額等

　　　　平成２１年２月２８日まで
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個別注記表    
継続企業の前提に関する注記    
当社は平成19年9月期において想定していた合併効果が十分に得られなかったことや事業再 

編に伴い、当該事業年度において 2 億 93 百万円の営業損失と 15 億 89 百万円の当期純損失を 
計上した結果、当該事業年度における純資産額が期首と比較して大幅に減少し 1 億 15 百万円 
となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりました。 
当該事象を解消すべく経営陣の刷新と抜本的な経営体制の見直し、本業であるＴＶゲーム事 

業の収益性改善のための効率化及びスリム化、販売費及び一般管理費を中心としたコスト削減、 
不採算事業からの撤退や譲渡、ジェイオーグループホールディングス株式会社（以下、JOGHD） 
からの融資についてデット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資の実行等を行ってま 
いりました。    
その結果、平成 20 年 2 月期の純資産は 15 億 98 百万円、当期純利益は 3 億 82 百万円を計上 

できるまで回復させ、継続企業の前提に関する疑義を解消させました。   
しかし、親会社である JOGHD グループの中核企業かつ当社の兄弟会社（当社の親会社であ 

る JOGHD の子会社）であるジェイオー建設株式会社が平成 20 年６月２日大阪地方裁判所へ 
民事再生の申立を行ったことにより、JOGHD グループ全体の社会的信用の低下を招くことと 
なりました。このような状況に対応するために当社は、JOGHD との株式交換契約の合意解除 
や別事業会社との資本提携等も視野に入れた事業展開などを図ることで、当社主力事業のＴＶ 
ゲーム関連事業において与信を急速に回復し、商品供給体制を安定させることに懸命に努めて 
まいりました。   
このような対応にも関わらず、  
(1) 与信低下に伴うメーカーとの取引形態の変化（前渡金の支払い増加） 
(2) 現金収支のタイミングが変わったことや資金調達が困難なことから、資金繰りの一時的  
     化 
(3) 主要な財務指標の悪化や当社株価の低下 

などの影響が生じております。   
このほか、ジェイオー建設株式会社の民事再生に伴い、当事業年度において同社に対する貸 

付債権 6 億 15 百万円のうち回収可能性のない 5 億 52 百万円を貸倒損失として特別損失に計上 
し、さらに回収可能性の低い債権に対する貸倒引当金の設定や棚卸資産の評価損を併せて特別 
損失に計上したことから、当期純損失は 22 億 77 百万円と大幅な減益となり、債務超過の状況 
に陥っております。   
また、当事業年度において、金融機関からの新たな資金調達や既存借入金の返済が困難な状 

況となっていることも加え、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 
当社は当該状況を解消すべく、平成 21 年 4 月 23 日に公表いたしました「業務提携に関する 

基本合意締結に関するお知らせ」のとおり、株式会社 BgenuineTec（以下、ＢＧＴ社）との業 
務提携の合意を交わしており、以下のことを実施してまいります。   

(1)  現在使用している顧客・会員管理システムの見直し、低コスト化 
(2)  セキュリティの高いインターネット販売システムの構築 
(3)  将来におけるゲーム機への指紋認証技術の搭載の提案 
(4)  BGT 社より役員を受け入れることによる経営分離の明確化 
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このほか、早急な資本増強の実施も予定しており、この実現により、収益基盤が回復すると

ともに、与信回復や資金の安定を図ることが可能となり、結果として財務指標や株価の回復も

想定できると考えるところから、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断

しております。   
従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義を計 

算書類には反映しておりません。   
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記     
     
1 資産の評価基準及び評価方法    

その他有価証券   
  時価のあるもの    決算期の市場価格等に基づく時価法 
        （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
        売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの     移動平均法による原価法 

デリバティブの評価基準     時価法 
たな卸資産の評価基準及び評価方法   
ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品並びに中古書籍   

      総平均法による原価法 
新刊書籍及び雑貨      売価還元法 
その他の商品      終仕入原価法 

     
2 固定資産の減価償却の方法    

有形固定資産         定率法 
少額減価償却資産           ３年均等償却 
ソフトウェア                   自社利用のソフトウェアについては、社内における利用  
                               可能期間（５年）に基づく定額法                                   
のれん             ５年均等償却 
長期前払費用            定額法 

     
3 引当金の計上基準    

貸倒引当金                   債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒 
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別 
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま 
す。 

賞与引当金                  従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度の負 
担すべき支給見込額を計上しております。なお、当事業年 
度におきましては、給与規定に基づく賞与支給要件に達し 
ていないため、賞与引当金を計上しておりません。 
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4 繰延資産の処理方法    
社債発行費  3 年均等償却 

     
5 リース取引の処理方法    

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

     
6 消費税等の会計処理は、税抜き方式を採用しております。  
   
7 会計方法の変更  

該当事項はございません。 
   
8 表示方法の変更  

1．前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「仮払金」（前事業

年度末 349 千円）は、重要性が増したため独立科目で掲記することに変更しました。 
2．前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「立替金」（前事業

年度末 13,492 千円）は、重要性が増したため独立科目で掲記することに変更しました。 
3．前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却損」

（前事業年度末 96 千円）は、重要性が増したため独立科目で掲記することに変更しました。 
 
貸借対照表に関する注記     
1 担保に供している資産    

定期預金                           55,000 千円    
売掛金                                         3,675  
建物                                           4,723 
土地                                  84,518    
投資有価証券                         12,702    
上記は、短期借入金 955,000 千円、長期借入金（一年以内返済予定分含む）35,000 千円の 

   担保に供しております。     
         
2 有形固定資産の減価償却累計額          466,160 千円 
     
3 偶発債務    

リース会社への未払いリース残高に対して保証予約を行っております。  
 株式会社モアグッドタイム    2,055 千円 
     
 
4 関係会社に対する金銭債権は次のとおりであります。    

短期金銭債権                          29,000 千円 
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5 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。    
 

損益計算書に関する注記      
該当事項はございません。     

      
減損損失に関する注記      
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

  場    所 用     途 種    類 金額（千円） 

神戸市中央区 遊休資産 建物・土地 21,578 

大阪府豊中市 FC 営業権 のれん 69,388 

全地区 通信の用 電話加入権 14,811 

合        計 105,778 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す 小単位として店舗ごとに、のれんについてはブラン 
ンドグループごとに、グルーピングを行っております。 
 上記資産については、収益性の悪化や市場価値の下落及び使用状況を鑑み、帳簿価額を回収可 
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 
      減損損失の内訳 
        建     物                 3,352 千円 
        土     地                 18,225 
        の  れ  ん                                 69,388    
                電 話 加 入 権                 14,811     
           計                    105,778 
   なお、当資産グループの回収可能価額につきましては、使用価値により測定しており、将来キ 
ャッシュ・フローを 3．8％で割り引いて算定しております。 
 
株主資本等変動計算書に関する注記     
     
1 発行済株式の種類及び総数に関する事項    

前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

50,767,234株 ―株 ―株 50,767,234株

株式の種類

普通株式
 

2 自己株式の種類及び株式数に関する事項    

前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

74,991株 1,027株 ―株 76,018株

株式の種類

普通株式  

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加 1,027 株は単元未満株式の買取によるものであります。 

 
３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項     

該当事項はござません。     
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4 配当に関する事項     
（1）配当金支払額    

該当事項はございません。    
（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はございません。    
 
5 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
 
税効果会計に関する注記      
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   
   繰延税金資産     
   繰越欠損金            2,088,411 千円 
   事業再編損失             12,441    
   減損損失              148,151    
   商品評価損             36,346    
         固定資産売却損                1,295 
   貸倒引当金損金算入限度額超過額       329,947 
                  店舗閉鎖損失引当金              6,642 
                  投資有価証券評価損              1,144 
                  その他有価証券評価差額                       3,963 
                  未収利息                   1,284 
   その他                          264    
                                                                           
       繰延税金資産小計                   2,629,894    
    評価性引当額                   △2,629,894    
                                                                                

繰延税金資産合計                    ―    
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リースにより使用する固定資産に関する注記     
        
1 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損累計額相当額 及び期 

末残高相当額      
 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額 

器 具 備 品 83,310 千円 75,851 千円 ―千円 7,459 千円

ソフトウェア 242,138 101,766      140,372       ―    

合   計 325,449 177,617      140,372  7,459 

 
２ 事業年度の末日における未経過リース料期末残高相当額等    

未経過リース料期末残高相当額  
      1  年  内                 54,145 千円 
    1  年  超                49,145 千円 
    合   計                  103,291 千円 
   リース資産減損勘定の残高                      91,944 千円 
 
3 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減損償却費相当額及び支払利息相当額  

支払リース料                 67,256 千円 
リース資産減損勘定の取崩高          48,427 千円 
減価償却費相当額               14,826 千円 
支払利息相当額                 3,608 千円 

 
4 減価償却費相当額の算定方法     

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
   
5 利息相当額の算定方法     

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法 
については、利息法によっております。    
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関連当事者との取引に関する注記      
1 親会社及び法人主要株主等     

役員の
兼任等

事業上
の関係

資金の貸付 165,000 短期貸付金 20,000

資金の借入 202,700 短期借入金 135,000

業務の委託 111,322 未払金 17,025

資金の貸付 935,000 短期貸付金 ―

破産更生債
権

615,000
破産更生債
権

615,000

その他の
関係会社

株式会社
南翔

90,000
飲食店の
経営

― ― ― 資金の貸付 71,000 短期貸付金 49,000

その他の
関係会社

キャル
株式会社

111,710
その他の
事業

― ― ― 資金の借入 26,500 短期借入金 ―

その他の
関係会社

播州交通
株式会社

22,500
交通関係
事業

― ― ― 資金の借入 38,000 短期借入金 15,000

その他の
関係会社

神戸タウン
株式会社

90,000

広告メ
ディア及
び携帯販

売

― ― ― 資金の借入 15,500 短期借入金 ―

その他の
関係会社

株式会社
建築環境評価
センター

90,000
不動産・
土壌の調
査業務

― ― ― 資金の借入 24,300 短期借入金 ―

親会社

ジェイオーグ
ループホール
ディングス
株式会社

558,502
純粋持株
会社

属性 会社等の名称
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業
科目

期末残
高（千
円）

63.99

議決権
等所有
（被所
有）割
合（%）

関係会社

取引の内容
取引金
額（千
円）

役員の
兼任
１名

―

― ― ―
その他の
関係会社

ジェイオー建
設

株式会社
400,000

建設事業
不動産事

業

 

（注）1.上記金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。    

2.取引条件及び取引条件の決定方針等    

 (1)資金の貸付および借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

(2 ジェイオー建設株式会社、株式会社南翔、キャル株式会社および神戸タウン株式会社は、 

売却等により対象外となった時点の残高を記載しております。    
 
1 株当たり情報に関する注記     

1   1 株当たり純資産額             △ 13 円 61 銭 
2   1 株当たり当期純損失              44 円 93 銭 

 
重要な後発事象に関する注記        
1 業務提携に関する基本合意締結       

当社は、平成 21 年 4 月 23 日開催の取締役会において株式会社 BgenuineTec との業務提携を 
締結することを決議し、同日付で業務提携に関する基本合意書を締結いたしました。  
 
（1）目   的        

① 現在使用している顧客・会員管理システムの見直し、低コスト化   
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② セキュリティの高いインターネット販売システムの構築 
③ 将来におけるゲーム機への指紋認証技術搭載の提案   

（2） 契約の内容        
それぞれの業務に関し相互に協力・提携し、またそれぞれの業務の特性・強みを相互に生か 

すことにより、将来におけるゲーム機への指紋認証システムの搭載、セキュリティの高いイン 
ターネット通信販売システムの構築や顧客・会員管理の一元化等についての研究、開発、販売

等に関し、拡充、発展を目指すことを相互に確認し、合意いたしました。 
また相互業務に関し、相互に情報の交換、人材の交流、技術上及び経営上の助言・指導、株 

式会社 BgenuineTec より社外取締役の受入、その他それぞれの業務の拡充・発展に資するも 
のと両当事者が判断した事項を相互に協力を実施する旨を合意しております。 

（3） 株式会社 BgenuineTec の概要   
① 商  号  株式会社 BgenuineTec（ビー・ジェネンテック） 

        （証券コード：BGTI、ロンドン証券市場：AIM） 
② 主な事業内容  指紋認証を初めとする生体認証技術・製品開発及び販売・ライセン

ス・ソリューション提供 
③ 設 立 年 月 日   2005 年 11 月 22 日 
④ 本 店 所 在 地   東京都中央区日本橋堀留町一丁目 9 番 2 号 
⑤ 代 表 者   國枝 博昭 
⑥ 資 本 金 の 額   893,614,055 円（2009 年 4 月 20 日現在） 
⑦ 従 業 員 数   20 名 

（4）日     程   
① 取締役会決議 平成 21 年 4 月 23 日 
② 基本合意書締結 平成 21 年 4 月 23 日 

 
2 店舗の閉鎖 

当社は、平成 21 年 4 月 28 日開催の取締役会におきまして、すべての直営店 25 店舗とダイ 
エー様委託型の 32 店舗を閉鎖することを決議いたしました。 
これにより、コスト削減が見込まれますが、その一方で販売店舗が減少することで売上が減 

少する可能性があります。 
 
3 親会社の上場廃止 
  当社の親会社であるジェイオーグループホールディングス株式会社は、平成 21 年 5 月 29 日 
開催の取締役会において、株券上場廃止基準第 2条第 1項第 4号規定の事業の現状、今後の展開、 
事業計画の改善その他大阪証券取引所が必要と認める事項を記載した書面を、平成２１年５月末 
までに、大阪証券取引所に提出しない旨の決議をいたしました。 

  今後は以下の日程で、大阪証券取引所において上場廃止となる予定です。 
  上場廃止の決定    平成 21 年 5 月 31 日（日） 
  整理銘柄指定期間   平成 21 年 6 月 1 日（月）～6 月 30 日（火） 
  上場廃止日      平成 21 年 7 月 1 日（水） 
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【ご参考２】取締役６名及び監査役１名の選任 

氏   名 役  職  名 

光成 英一朗 取 締 役 

宮本 榮一 取 締 役 

長谷川 哲雄 取 締 役 

広常 秀明 取 締 役 

柏原 武利 取 締 役（ 社 外 ） 

国枝 博昭 取 締 役（ 社 外 ） 

斎藤 精一 監 査 役 

 

 

 

 

 

 

以上 

 


